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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で上昇しました。
主要企業の2022年10－12月期の決算発表が一巡し、新規の材料が乏しい中、
米連邦準備制度理事会（FRB）の金融政策をめぐる思惑などから、週初より
方向感に欠ける展開となりました。週末は、積極的なタカ派（金融引き締め
推進派）として知られるFRB高官が、3月の米連邦公開市場委員会（FOMC）
での0.25％の利上げを支持すると伝わり、利上げ幅を0.5%とすることへの警
戒が後退したことや、週末に控える中国全国人民代表大会(全人代)で景気刺激
策が打ち出されるとの期待などから上昇しました。

1,450

1,650

1,850

2,050

2,250

22,500

24,500

26,500

28,500

30,500

12/2 12/28 1/23 2/18

日経平均株価（左軸） ＴＯＰＩＸ（右軸）

（月/日）

（円） （ポイント）データ期間：2022年12月2日～2023年3月3日（日次）



≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で上昇しました。
FRBの利上げが長期化するとの警戒感が強まるなか、米長期金利の動向をに
らみながら一進一退となりました。タカ派で知られるアトランタ連銀総裁が、
3月FOMCでの0.25％の利上げを支持すると伝わると上昇し、週末も一時
4.09％まで上昇した米長期金利が3.9％台後半まで低下したことから、割高
感が意識されていたハイテク株を中心に買われ、上昇しました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりましました。
インフレ抑制に向けて米利上げは長期化するとの見方から米長期金利が高止
まりし、国内金利にも上昇圧力がかかりました。なお、日銀は5年物の共通
担保資金供給オペや連続指値オペの実施により、長期金利の上昇を抑えてお
り、週を通じて日銀が許容する長期金利の変動幅の上限である+0.5％近辺で
の推移となりました。

5）今週の見通しについて
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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米ドル/円相場は、前週末比で円高米ドル安となりました。
2月のISM製造業景況感指数が市場予想を上回るなど強い経済指標を受け、米
国の利上げが長期化するとの見方から円売り米ドル買いが進みました。一時、
およそ2ヵ月半ぶりに137円台をつけたものの、週末にかけて、米長期金利の
上昇が一服したことや利益確定目的の円買い米ドル売りが進みました。

FRBの金融政策をめぐる思惑から、株式市場はFRB高官の発言や経済指標に
一喜一憂する展開が続いています。
2日（木）に発表された新規失業保険申請件数は19万件と、前週（19万
2,000件）から減少し、市場予想（19万5,000件）も下回りました。引き続
き米労働市場の堅調さが示されたことから、FRBの利上げが継続するとの見
方が強まり米債券市場では長期金利が4.0％を超える水準まで上昇しました。
今週は週末に日銀金融政策決定会合や、2月の米雇用統計の発表を控え、様
子見ムードが強まりそうです。なお、11日（土）よりブラックアウト期間
（金融政策に関する発言の禁止期間）に入るため、FRB高官の発言が徐々に
控えられるとみられ、今後の金融政策の方向性を占う上で、7日（火）のパ
ウエルFRB議長の議会証言に注目が集まるものと思われます。
今週の株式市場も雇用関連の経済指標を確認しながら、慎重に方向感を見
極めていくこととなりそうです。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

＜設定・運用＞

【当資料に関する留意点】
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